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東北アジアの観光 特集

1．はじめに

　韓国の国際観光、国内観光開発の一翼を担う韓国観光公

社ビルの前を流れる清渓川（チョンゲチョン）の復元事業

が完成して、かつて河川を覆っていた蓋は、上空にあった

高速道路とともに撤去され、清流が取り戻された。米国・

ボストンにおける再開発1を彷彿させる都心におけるリッ

チなオープンスペースと変える本事業は、都市空間整備へ

の強い意気込みとともに、筆者の目には都市観光の充実の

ための一歩として映った。韓国観光公社自体も、その英語

名称をKNTO（Korea National Tourist Organization）か

らKTOへ変更した2005年 9 月、韓国における観光実態把

握のための現地調査の機会を得ることができた。本レポー

トは、その現地調査を取りまとめたものであり、韓国観光

行政の歴史を俯瞰しながら、韓国観光公社、江原発展研究

院、大邸市におけるヒアリングを通じた現状を報告するも

のである。

2 ．韓国観光行政の取り組み経過について

　韓国行政において観光を所管するのは文化観光部2であ

る。英国のように文化・メディア・スポーツの側面から、

観光をバックアップする位置づけ3がなされている文化観

光部には、芸術局、文化産業局、文化メディア局、観光局、

体育局から構成されている日本の「省」に相当する組織で

ある。もともと「観光局」は、1954年に航空部の中に設置

され、観光への関心の高まりとともに、60年代に積極的な

組織化が推進される。観光を取り巻く状況では、61年に観

光産業振興法が施行されて外客誘致を主とした政策が展開

される一方、67年に国立公園法制度が施行されている。そ

の後、慶州観光団地開発が1978年ごろから開始されるなど

1970年代は観光ホテルへの支援がなされて、ホテル建設の

ブームとなった。さらに、1980～90年代は、開発から国民

の観光生活の質改善が着目されるようになる。その後、「観

光局」は、1994年の交通部から文化広報部へ移管され、

1998年に文化広報部から文化観光部に名称が変更されてい

る。具体の業務に関しては、「文化観光部及びその所属機

関職制に関する法律」に明記されており、観光開発基本計

画及び圏域別観光開発計画の樹立、海外観光客誘致及び広

報に関する施策の立案など計画・政策部門を担っている。

そのため、計画の策定支援・実行や施策を実施する組織で

ある韓国観光研究院、韓国観光公社等との連携が重要と

なっている。

　なお、韓国は総人口約4,800万人のうち、約半数の2,400

万人がソウル首都圏に居住する一極集中が進んでいる国土

構造を有し4、主要産業（電子、自動車、機械、造船、鉄鋼、

石油化学等）が日本と類似した状況であるものの、 1人当

たりのGDPは14,162ドルと日本の37,435ドル（いずれも

2004年）と比べると低い5。この観点からも、観光が外貨

獲得等に大きな期待がなされていると考えられる。

3 ． 韓国観光公社（Korea Tourist Organization）につい

て

　韓国観光公社は、文化観光部と密接な関連を持つ組織で

ある。1961年に観光振興法が制定されるが、その翌年に国

際観光公社として設立されている。もともとウォーカーヒ

ル、パンド、タワー、朝鮮ホテル等を直営するとともに、

人的資源の育成を目的とした観光従事員資格制度の運用を

担当していた。しかし、1970年代にはいると、慶州普門観

光団地、雪嶽洞観光団地の開発に着手して徐々にデベロッ

パーとしての役割を果たしている。

　現在の事業内容は、主に観光地開発、宣伝、顧客評価、

観光地整備のコンサルティングとともに、国内、国外に対

する観光地セールスを実施している。このようなKTOの

韓国における観光への取り組み＊
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特筆すべき活動・特徴を以下に示す。

⑴　デベロッパーとしての役割

　慶州普門観光団地、済州中文観光団地、海南花園観光団

地など、既に 5つの観光地開発事業を実施しており、コン

サルティングにとどまらず、事業主体としての性格を併せ

持つ。比較的保護が厳しい地域における観光公社の事業実

施によって開発が容易になりやすい、との認識が民間にあ

るとのコメントもあり、自然環境と調和のとれた観光開発

に留意しているものと考えられる。

⑵　独自財源の保持

　空港（仁川、金浦、釜山等）や港湾で免税店を直営し、

それによる収入と政府からの補助がほぼ半々となっており、

独自財源による自由度の高さが活動水準の維持に大きく寄

与しているとも考えられる。その他に出国税（ 1万W）や

政府系の特別予算なども収入の一部として見込まれ、これ

らの資金をもとに、ホテル整備等への補助金として低利貸

付もあわせて実施している。

⑶　きめ細やかな顧客対応

　外国観光客誘致のために、金大中大統領をプロモーショ

ンビデオに登場させて久しいが、2004年度は、ターゲット

とする地域別に 3種類のビデオを用意し、単にナレーショ

ンが異なるだけでなく、日本向けには「冬ソナ」の撮影場

所を多用する一方、中国、東南アジア向けでは文化的に進

んだ印象を与える内容を提供するなど、マーケティング志

向の強い宣伝実施が特徴といえる6。

　さらに来訪時の対応として、両替や国際電話の無料、割

引サービスが受けられるデポジット制のKTC（Korea 

Tourists Card）の発行支援や苦情を受ける「韓国観光苦

情申告センター」の運営、多言語による積極的な情報提供

など、観光客の利便性向上に対して様々な施策を実施して

いる。また。チップ制度の廃止やガイド資格の運用なども

あわせて担当している。

　これらの背景には、観光が外貨獲得をはじめ経済に対し

て大きな効果を持つ、との認識が見受けられる。図 1は、

観光産業と電機・機械産業との経済効果を比較したもので

あり、費用対効果を考慮しながら戦略的に取り組んでいる

ことが理解できる。

4 ． 江原発展研究院（Gangwon Development Research 

Institute）

　韓国の北東部に位置する江原道にある江原発展研究院は、

道と市がそれぞれ半分づつ出資、活動資金を提供する公的

な研究機関である。このような開発研究所は韓国全土では、

広域市ならびに道にそれぞれ 1つ設置され、①道、市から

委託される研究・計画の策定、②独自研究、③政策にあわ

せたモニタリング、セミナー開催など各種対策、フォロー

アップの 3項目から構成される業務を行っている。江原発

展研究院には26名のスタッフが在籍しており、地域開発、

環境、都市計画、防災、観光、｢江原｣学、公益政策、税金、

交通、経済、福祉（青少年）を研究対象としているが、観

光関連では、マスタープランの作成等を行っている。この

マスタープランは、2005年度にはじめて作成された2020年

を目標年次とした15年計画であるが、その進捗状況に合わ

せて 5年ごとに見直す予定となっている。また、その下位

には観光開発計画（法定計画、 5ヶ年）が存在し、さらに

各年発行の観光振興政策が存在する。これらの計画体系は、

道におけるもので、その上位には国の観光開発基本計画（法

定計画、10ヶ年）が存在し、それらと整合性を考慮しなが

ら、道独自に計画を作成している。

　このような江原道の観光マスタープラン、観光開発計画、

観光振興政策といった計画体系は、日本における都市計画

体系（都市計画マスタープラン、法定都市計画）と類似し

ていると考えられる8。都市計画マスタープランは、都市

づくりの指針として、目指すべき都市の将来像と、その実

現に向けた取り組みの方向性を示したものである。詳細な

計画を策定する以前に、包括的に方向性を検討するもので

あり、住民参加を基本とした点が特徴といえる。それを受

けて詳細な法定都市計画を策定する流れとなるが、日本、

韓国においてもパブリックコメント、パブリックインボル

ブメントといった関係主体の意見反映が重要となってきて

いる。一方で、計画策定から事業実施段階まで至る関係主

体の継続性、代表性についても様々な問題点が見られるた

め、よりよい計画の策定、事業の円滑な実施に関して今後

も継続した取り組みが必要といえる。

6 田中賢二：国際観光の将来予測および外国人観光客の訪日促進策、運輸政策研究、Vol.8、No.2、pp.74‒78、2005
7  韓国観光公社パンフレット，2004
8 都市計画教育研究会編:都市計画教科書、彰国社、2001

図 1．観光による経済的便益7
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5．大邱（Daegu）市における観光への取り組み

　大邱市は、ソウル、釜山に次ぐ韓国第 3の都市であり、

人口約250万人、韓国国土のほぼ中央に位置する都市である。

市の観光行政についてみると、企画担当（総括、行事、マ

スタープランの作成）、開発担当（ホテル、旅行業、テー

マパークの指導、各種記念事業など）、広報担当（マーケティ

ング、国外への広報）からなる 3セクションによって支え

られている。地方自治体は、国から支援が少ない状況で、

産業の育成、地域の活性化が急務となっている。その中で、

観光は主要産業の 1つとして位置づけられ、民間企業が不

成熟な状況下で行政の積極的な介入が必要との見解が聞か

れた。大邱市でも長期計画として、大邸市観光開発計画（ 5

カ年計画、今回が第 4次）を策定しており、国の観光開発

基本計画（10ヵ年計画）と整合性を持たせながら、計画を

立案している。このような状況の中で、特に力を入れてい

るのが、①都市観光の活性化（国土の中央に位置するとと

もに、大都市であることから、多様な資源の活用が可能と

の見地）、②観光結節点としての整備（有名観光地が 1時

間以内に立地しており、ベースタウンとして活用可能であ

ることから、文化観光として成立するために、オペラハウ

ス等を建設）などである。

　また、行政を支える組織の 1つとして、大邱市観光情報

センターがある。このセンターでは、外国人旅行者を対象

とした通訳・案内および情報提供（パンフレット等の限定

的なもの）を行うとともに、city tourを実施している。来

訪者であれば誰でも低廉な費用で、主要観光地をセンター

のバスによって周遊することが可能で、全12コースが設定

されている。現在、これらの利用者は、情報センター利用

者：17.2万人、ツアー参加者：3.1万人となっている。

　一方、民間組織では大邸市観光協会が存在する。構成メ

ンバーは、旅行業、ホテル業であり、観光資源保護・開発

の研究、北東アジア観光研究などの研究ファンドに出資し

ているが、主要施策として外国人誘致補償制度の運用が特

徴といえる。これは、10年連続で外国人観光客を招いた観

光施設、旅行会社等に対して、来訪者 1人に対して 1万ウォ

ン、ホテル 1泊（ 2人）に対して 1万ウォンを支給する制

度であり、これら施策実施を通じて、現在外国人の来訪者

数は年間10万人まで増加した。2001年に発足した当時は、

ホテル別にランキングを行い、それにともなって支給して

いたが、現在は上記のようなインセンティブ制度に移行し

ている。この制度は2004年に効果を挙げ、さらに2005年も

継続となっている。このようなシステムは、ツアーの一部

にも繰り入れられていない大邸市をその一部分にも繰り入

れるための旅行会社へのインセンティブとして位置づけら

れる。韓国第 3の都市である大邸であるが、特別な観光地

を有していない一方、慶州、安藤など主要観光地が 1時間

圏内にあるとともに、市内に多数存在するホテルをバック

に、これらを結ぶツアーの基地としての機能獲得を目的と

しているといえる。なお、これらにかかる費用は、市から

の補助が大きい。

　また、国際交流としては、国外のコンベンションビュー

ローとの交流、大邸観光交流セミナーの実施、大邸国際観

光フォーラムの実施、東南アジアをはじめとする国外各地

域への宣伝ツアーを実施している。また、外国人への現地

対応として、観光案内所を 9箇所設置しているが、そこで

は35人通訳を配置し、英語、日本語、中国語に対応できる

体制を整えている。

　このように積極的な活動を行っている観光協会であるが、

今後の課題として、認知度向上の達成によるインセンティ

ブ制度の早期終結，観光地･観光資源の掘り起こしとマー

ケティングの強化が挙げられ、それらを通じた都市のブラ

ンド化を目指している。また、団体旅行から個人旅行への

シフトにともなったシステムの構築、ハードからソフトま

での整備水準の充実、ホテル・食堂など観光関連事業間の

リンク充実もあわせて課題として設定している。

6 ．おわりに

　焼肉やキムチ等の食資源が韓国の大きな魅力であるが、

そのために衛生管理水準の維持に余念がないと聞く。さら

に、各地において日本語でのやり取りが可能であるなど、

顧客満足度やマーケティングを重視したきめ細かな対応は、

ホスピタリティ水準の高さを導き、安心できる観光旅行の

ファンダメンタルとして大きな役割を果たしていると考え

られる。これらソフト的対応に加え、観光開発計画の策定

などの計画体系の整備などをみると、産業として発達させ

るために、関係主体の積極的な活動を展開しているといえ

る。


